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ベトナム 

 

水環境技術能力向上プロジェクト 

 

外部評価者：アイ･シー･ネット株式会社 伊藤 毅 

0. 要旨 

本プロジェクトは、水環境保全行政にかかる環境技術研究所（IET）の技術能力の向上を

通して、ベトナムにおける研究拠点を形成し、水質モニタリング体制の構築を含む水管理

行政の改善に資することを目的としていた。当初プロジェクトの目標の一つとして、IET が

行政に対して水質モニタリング体制の構築などについて技術面から政策提言をすることを

想定していたが、プロジェクト開始後に判明したその実現の困難さにより、IET の水環境保

全への具体的な貢献の再検討が必要となった。これにより、モニタリング体制構築への貢

献を可能な限り続けつつも、より技術的な面での貢献に重きを置き、各州での水環境保全

行政実施機関の育成や、水環境保全技術に関する最先端の研究開発・普及を担う機関とし

て位置づけるべく活動を進めることとなった。これらの状況の変化にも関わらず、ベトナ

ムにおける水環境保全にかかる政策的優先度や水質改善・保全のニーズの高さ、またそれ

らに貢献するため環境分野を総合的にカバーする研究機関である IET が、主要都市に置か

れた支所を通じて水質モニタリングや排水処理技術などの水環境技術を地方にも普及する

というアプローチの適切性に変わりはなく、妥当性は高い。 

当初のプロジェクト目標の第 1 であった水質モニタリング体制の構築への貢献という点

は達成されていないものの、技術普及の面では達成が見られ、インパクト発現への貢献も

ある程度見られるため、有効性は中程度である。 

専門家派遣と機材供与の実績が、計画よりも大きくなっているが、追加分の投入につい

ては合理的な説明があり、問題はないと思われる。しかし、計画時の投入金額見積の確認

ができなかったが、供与機材の追加により当初計画額を上回ったと思われるため、効率性

は中程度である。 

IET の財務的および技術的持続性に問題はなく、上述のように、今後のベトナムの水環境

行政の改善における IET の位置づけを見直したことにより、今後、IET が技術力の向上を通

して、政策改善への貢献も含めて、水環境関連技術を普及していく環境に問題はなく、ま

た、IET の実施体制、財務共に安定しており、持続性は高い。 

以上により、本プロジェクトは、当初計画の観点からは全国的なモニタリング体制の構

築に関して十分な効果の発現が見られないものの、水質モニタリングを含む水環境管理に

かかわる技術を全国に展開するという IET に期待される位置づけを勘案すれば、本プロジ

ェクトによる取り組みは効果を持続的に上げつつあり、全体として本プロジェクトの評価

は高いといえる。 
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1. 案件の概要 

 

                                             

案件位置図                   IET 本部 

 

1.1 協力の背景 

1990 年代、ベトナムでは、ドイモイ改革に伴う急速な工業化に伴って、工場から排出さ

れる廃棄物、排煙、排水などによる環境汚染が深刻化していた。環境問題に対する関心は

政府のみならず、国民の間でも高まっていた。様々な環境問題の中でも、水質汚濁に関し

ては、都市部の急激な人口集中による生活排水の増加や、未処理の産業排水の増加により

地下水が汚染され、洪水時には汚水が水路よりあふれ、衛生状態の悪化をもたらすなど、

問題は深刻化していた。たとえば、当時、ハノイ市を流れる河川の BOD1は 25~45mg/L、ホ

ーチミンでは 20~150mg/L にもなった。 

このような状況に対してベトナム政府は、1993 年に環境保護法を施行し、1995 年には環

境基準を改めて整備したが、水質モニタリングを含む施策の執行において、実際に現場で

の活動を行う各省の地方天然資源環境部（Department of Natural Resources and Environment、

以下 DONRE という）などでの技術や施設が不足しており、関連の法律や規制が十分な効果

を上げられていなかった。このよう背景の下、ベトナム政府は、水質をはじめとした環境

保全分野の経験が豊富な日本に対し、水質分析と汚水処理分野の技術の向上、及び国の環

境管理能力の向上を目的とした技術協力を要請してきた。 

本プロジェクトのベトナム側の実施機関は、ベトナム科学技術アカデミー（Vietnam 

Academy of Sciennce dn Technology、以下 VAST という）に設置された、環境技術の研究を受

け持もつ環境技術研究所（Institute of Environmental Technology、以下 IET という）である。

VAST はベトナムの行政制度上、省に相当する機関であり、環境行政を担う天然資源環境省
2（Ministry of Natural Resources and Environment、以下 MONRE という）と対等な立場にある。

                                                   
1 生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxigen Demand）。水中の有機物などが生物化学的に酸化・分解され

る際に消費される酸素量。数値が大きくなるほど汚濁が進んでいることを示す。河川の水質汚濁の測定に

用いられる。一般的に、10mg/ℓ 以上になると悪臭の発生などが起こりやすくなる。 
2 実際の環境行政機関は、MONRE の一部局であるベトナム環境総局（Vietnam Environemt Administration）

である。 

ハノイ市 

ベトナム科学アカデミー（VAST） 

環境技術研究所（IET） 

ホーチミン市 

IET 

ホーチミン環境技術センター（ECT） 
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本プロジェクトの事前評価時において、本プロジェクトの成果を環境行政に効果的に反映

させるためには MONRE の参画が必要であるとの判断から、本プロジェクトの合同調整員

会のメンバーに MONRE を加えた。 

 

1.2 協力の概要 

評価対象プロジェクトの概要は次の通り。 

 

上位目標 ベトナムにおける水環境保護に係る能力が向上する。 

プロジェクト目標 水環境の保全に係るベトナム科学技術アカデミー（VAST）の機能が向

上する。 

成果 成果 1：水質モニタリングの実施及び分析手法の開発に係る VAST 研究

者の能力が向上する。 

成果 2：排水処理に必要な適正技術の開発と応用に関係する VAST の研

究者の能力が向上する。 

成果 3：中央及び地方の組織に対して水質モニタリング・排水処理に係

るトレーニングを実施する VAST スタッフの能力が向上する。 

成果 4：VAST 研究者が天然資源環境省（MONRE）及び関係組織の環

境保護活動に対して貢献する。 

投入実績 【日本側】 

1. 専門家派遣 17 人（長期専門家 6 人、短期専門家 11 人） 

2. 研修員受入 28 人（前年度準備期間での研修４人を含む。水質管

理コース、排水処理・水質分析コースなど） 

3. 第 3 国研修 計 2 人 

4. 機材供与  3 億 6764 万 7000 円 

5. 現地業務費 5380 万 7000 円（排水処理実験施設の建設費 3109 万

4000 円を含む） 

6. その他（含、調査団員派遣） 

【ベトナム側】 

1. カウンターパート配置 114 人 

2. 機材購入 排水処理施設（化学処理）、薬品など消耗品、小額機材 

3. 土地施設提供 プロジェクトスペース、専門家執務室 

4. ローカルコスト負担：62 億 2200 万ベトナムドン 

協力金額 8 億 5510 万円 

協力期間 2003 年 11 月～2006 年 10 月 

相手国関係機関 ベトナム科学技術アカデミー（VAST） 

我が国協力機関 環境省 

関連案件 「水環境管理技術能力向上プロジェクトフェーズ 2（2008年 1月～2012

年 1 月）、個別専門家派遣（環境政策アドバイザー） 
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1.3 終了評価の概要 

2006 年 6 月に実施された終了時評価の評価結果は以下の通り。 

 

1.3.1 終了時評価時の上位目標達成見込み（他のインパクトも含む） 

本プロジェクト実施当時は、水環境モニタリングに対する国・地方の取り組みが活発に

なってきている一方、モニタリング手法や様式が統一されておらず、その精度に問題も多

いという状況であった。ここで、本プロジェクトが提案する環境基準項目の分析手法の標

準化が実を結べば、移転された技術が多くの関連機関に移転されることになり、上位目標

達成に貢献する見込みは高いと評価されていた。 

 

1.3.2 終了時評価時のプロジェクト目標達成見込み 

一部の成果について品質の面での改善の余地があるものの、プロジェクトの成果はおお

むね達成されつつあり、プロジェクト目標である IET の水環境技術能力向上はプロジェク

ト終了までには、ほぼ達成されるであろうと評価されていた。 

一方で、プロジェクトの有効性をさらに高めるためには、ベトナム政府の環境改善に関

する施策強化に伴って、MONRE をはじめ、MONRE 付属の研究所など、関連機関との関

係強化と具体的な連携の強化が必要であるとされた。 

 

1.3.3 終了時評価時の提言内容 

終了時には以下の 5 つが提言された。各提言に対する事後評価時の対応状況を記す。 

 

終了時の提言 事後評価時の対応状況 

開発した成果品の品質の向上を図り、水質モニタ

リング標準手法の開発・提出や排水処理実験（嫌

気性消化、コンポスト化処理）の実施など、残さ

れた課題を完結させるとともに、国際協力機構

（JICA）の 専門家の知見などをさらに吸収し、

各々の成果の質のさらなる向上に努めていくこ

と。 

排水処理実験は予定されていたものを

すべて完了した。水質分析の標準分析手

順（SOP）の開発なども継続して行われ

ており、継続的な品質の向上に努めてい

る。 

本プロジェクトの機材の維持管理計画をつくり、

予算を確保し、同時に機材の拡充や将来の更新を

も見据えた計画を検討していく。さらに、今後と

も適切な人材の確保・活用を確実に行っていく。

また、建設中の IET の新庁舎完成の際には、ベト

ナム側が責任をもって機材の移設を行うこと。 

供与された機材は適切に維持管理され

ている。一部は必要性がなくなったため

に使用されていないが、それ以外は本評

価時点においても日常的に使用されて

いる。IET の新庁舎は 2007 年に完成し、

すべての機材は適切に移設された。 

VAST/IET は、MONRE や DONRE を中心とする

地方行政機関に加え、民間企業や大学など多様な

アクターに対して積極的に働きかけ、実際の水環

境問題への対応に協力していくととともに、こう

MONRE との定期会議が設置され、IET

ができる範囲での関係の強化は行われ

ている。近隣 DONRE や民間企業などへ

のアプローチも行われ、業務委託を受け
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した諸機関の能力向上にも資する連携を強めて

いくこと。事業実施からのフィードバックを通し

て実践的な技術能力を向上させ、ノウハウを蓄積

していくこと。 

ている。 

今後のベトナムの水環境管理を直接担うのは各

地域の DONRE であり、既に高い環境技術能力を

有するVAST/IETがMONREやその他の関係機関

との連携し、DONRE の技術能力強化に貢献する

こと。 

MONRE との定期会議の設置、ハノイ

DONRE、フン・イェン省 DONRE との

技術協力協定の締結などの具体的な貢

献事例がある。 

 

2. 調査の概要 

2.1 外部評価者 

伊藤 毅 （アイ･シー･ネット株式会社） 

 

2.2 調査期間 

今回の事後評価にあたっては、以下の通り調査を実施した。 

 調査期間：2011 年 9 月～2012 年 11 月 

 現地調査：2011 年 12 月 11 日～12 月 23 日、2012 年 5 月 13 日～5 月 20 日 

 

2.3 評価の制約 

特になし。 

 

3. 評価結果（レーティング：B3） 

3.1 妥当性（レーティング：③4） 

3.1.1 開発政策との整合性 

3.1.1.1 ベトナムの開発政策との整合性 

「第 7 次社会経済開発 5 カ年計画（2001-2005）」では、開発と環境保全の調和について言

及しており、特に工業地区、大都市などの人口集中地域における環境汚染のモニタリング

と抑制の重要性を明記していた。 

「第 8 次社会経済開発 5 カ年計画（2006-2010）」では、持続可能な開発を保証する 3 つの

軸の一つとして「環境」を挙げている。 

「国家環境保護戦略 2001～2010」では環境分野の取り組みの強化を表明している。また、

「環境行動計画（2002-2007）」では、水環境保全に関わる複数のプログラムが含まれている。

さらに、「天然資源環境 5 カ年計画（2006-2010）」でも水質改善に取り組むことを明示して

いる。 

これらのことから、本プロジェクトとベトナムの開発政策との間に整合性が認められる。 

 

                                                   
3 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」 
4 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」 
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3.1.1.2 開発政策における実施機関の位置づけの妥当性 

本プロジェクトの相手国カウンターパート機関はベトナム科学技術アカデミー（VAST）

の一部局である環境技術研究所（IET）である。VAST は、各省と同等の権限を持つ研究機

関であり、2002 年の省庁再編に伴い設立された環境行政を担う天然資源環境省（MONRE）

と同時期（2004 年 2 月）に設立され、対等の関係にある。本プロジェクトが計画されてい

た当時は、ベトナムにおいて環境問題を扱うほぼ唯一の研究機関であった。ほかには大学

付属の研究機関などもあったが、専門家からのヒアリングによると、これらは教育と研究

を兼ねる機関であり、本プロジェクトが目指した、環境行政の改善に貢献する研究開発・

普及を行う機関の選定として、IET 以外の選択肢はなかった。本プロジェクトの終了時評価

でも、ベトナムの各環境行政組織の役割の不確定性は十分に整理されているとは言い難い

ものの、プロジェクト形成時に組織的不確定要素を認識しつつも IET を主要カウンターパ

ートとして選定したことは間違ってはいなかったと結論づけられている。 

本プロジェクトは、IET の水環境関連技術、特に水質モニタリングと排水処理技術の研究

開発能力の向上（成果）を通して、水質保全関連分野、特に全国的なモニタリング体制の

構築について、MONRE に技術面から政策提言を行うこと、さらに、排水処理技術などにつ

いて DONRE を始めとする地方の関連行政機関での普及や人材育成を行うこと（プロジェク

ト目標）により、ベトナムにおける水質モニタリング体制の整備、MONRE と DONRE を中

心とする行政機関の水質管理行政能力の向上、そして排水処理技術の国内での普及に資す

る（上位目標）ことを目指した。前述のように、当時から IET は MONRE の傘下にないこ

とから、本案件は MONRE の要請によるものではなかったが、IET からの技術提案を行政に

スムーズに反映させていく道筋を担保するために、本プロジェクトの合同調整員会（Joint 

Coordinating Committee、以下 JCC という）のメンバーに MONRE を加え、プロジェクトの

実施中も MONRE と連絡調整の努力を行っていた。 

しかし、本プロジェクトの開始後、プロジェクトの活動の一つである水質モニタリング

の手法の標準化が MONRE の下ですでに進んでいたこと、IET の技術的提言を理解できる専

門知識が MONRE にないなどから5、提言内容を政策に活用するのが難しいこと、さらに行

政において IET と同等の位置づけである MONRE は必ずしも IET の提言を受け入れなくて

もよい立場であることが判明した。さらに、プロジェクトの終盤には、MONRE が、その傘

下に環境モニタリングセンター（Center for Environmental Monitoring、以下 CEM という）と

環境技術コンサルティングセンター（Centre for Environmental Consultancy and Technology、

以下 CECT という）という 2 つの組織を設立した。前者は水質を中心とした全国レベルの

環境モニタリング制度の構築と監督を担う機関であり、後者はホーチミンにおいて排水処

理を含む環境関連技術の研究開発と関連機関への技術指導を行う機関である。これらの機

関の設立は、それぞれ、2006 年と 2007 年（CECT はそれ以前にも前身となる組織が MONRE

の一部局としてあった）であるがプロジェクト実施期間中にこれらの組織の設立について

認知されていた。 

これらの、計画時の想定とは異なる状況を認識したことから、日本側の本プロジェクト

                                                   
5 日本人専門家によると、「技術面だけの問題ではなく、政策立案・法制度整備を行う上での体制もまだ十

分でなかった」との意見もある。 
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の当時の支援委員会のメンバーや専門家によって、プロジェクトの方向性が改めて検討さ

れた。その結果、プロジェクト目標のレベルにおいて、分析手法の標準化などに関する全

国的な水質モニタリング体制の構築への技術面からの貢献ということを続けていくよりも、

①他の国内機関よりも水環境保全の分野における先進的な環境技術の研究開発、②水環境

保全の分野における技術の地方行政機関や民間への技術移転の促進、の 2 つにより焦点を

当てていくこととし、また、上位目標レベルにおいても、水質モニタリング体制の構築へ

の貢献よりも、上記①と②による水環境保全関連の技術の行政・民間での普及への貢献を

重視することとした。しかし、このような戦略の見直しが各種プロジェクト文書に正式に

反映されておらず、終了時評価も当初想定された効果を測る成果指標を用いて行われた。

この点については、有効性項目において評価判断を行った。 

上述した軌道修正後の目標を達成するために、IET は依然として適切なカウンターパート

である。MONRE が設立した CEM や CECT は、先発の IET と類似の業務も担う機関である

が、その設備は本プロジェクトで支援を受けた IET の方が整っており、技術的な蓄積も多

く、また、本部を置くハノイ以外の都市にも 2 つの支所を有し、全国への技術普及を行え

る基盤を備えている6。IET は、水分野以外のさまざまな分野を含む環境の総合的な研究を

行い、高度な技術と設備を有する機関としてプロジェクト関係者にも認知されている。ま

た、水保全に携わる地方行政機関への技術移転という観点から、技術的コンサルティング

サービスと教育や研修などの人材育成の両方が可能な体制があり、国内の他の機関より幅

広い対応力を持っている。これらの点は本プロジェクトのフェーズ 2 においても高く評価

されており、IET に支援を継続する根拠となっている。 

これらのことから、IET を支援対象とすることの妥当性は計画時から事後評価時に至るま

で維持されていると評価できる。 

 

3.1.2 開発ニーズとの整合性 

1990 年代のドイモイ改革後の急速な経済成長の副作用として、主に工場から排出される

廃棄物、排煙、排水などによる環境汚染が深刻化していた。中でも水質汚染は、工場を起

源とするものに加えて、人口増加に伴う生活排水の増加もあり、地下水汚染や河川の汚染

が極めて大きな問題となっていた。しかしその一方で、同国では水質保全のための環境状

況調査やデータ分析を含むモニタリング技術や排水技術、さらに施設の不備が著しく、ま

た、民間の工場などからの排水の適切な処理の普及も遅れており、これらの解決が喫緊の

課題であった。 

本プロジェクトの実施前から事後評価時に至る 2005 年から 2009 年の主要河川や湖沼に

おける BOD レベル、海岸地域の水域の COD7やアンモニア濃度などについて、減少傾向が

                                                   
6 日本側専門家によれば、「MONRE は、実情としてその権限を DONRE に対して行使する上で困難がある

が、IET は首相直轄機関という立場を利用して、その壁を超えて DONRE に対応ができ、この点も IET の

優位性である」と指摘する意見もある。 
7 化学的酸素要求量（Chemical Oxigen Demand）。水中の有機物などが過マンガン酸カリウムによって化学

的に酸化・分解される際に消費される酸素量。数値が大きいほど汚濁が進んでいることを示す。湖沼や海

域の水質汚濁の測定で用いられる。これは、湖沼では微生物の呼吸の影響を、海域では塩分の影響を受け、

BOD を測定することが難しいため。 
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ほとんど見られず水質汚染への対応が望まれていた。加えて経済成長や人口増加に伴う水

環境へ負荷は大きく、ベトナムにおける水質の改善には多くの課題が残されていた。その

一方で、同国では水質保全のためのモニタリング技術や施設の不備は著しく、これらの解

決が喫緊の課題であった。 

一方、IET は 2002 年に VAST 内の環境関連部署を再編して設立されたばかりで、職員の

技術レベルの向上、また、保有する分析機器などの設備面の改善を必要としていた。 

本プロジェクトの開始後、当初の想定と異なる事実が見えてきたことから、優先課題と

しての水質モニタリング体制の構築への貢献には困難が生じたが、それによって、ベトナ

ムにおける開発ニーズへの本プロジェクトの妥当性が失われたということではない。ベト

ナムの水環境保全分野に貢献する研究拠点の形成という観点で、本プロジェクトは水質モ

ニタリングのための技術に加え、排水技術の強化や、それらの実践のための最新の設備を

供与した。さらに、それら技術を地方に普及するため、IET の人材育成機能の強化にも取り

組んだ。これらの取り組みは、上述のベトナムにおける水質保全のための技術・設備の充

実化という開発ニーズに合致している。 

これらのことから、本プロジェクトは、事後評価時点でも、水質浄化のための技術改善、

水質モニタリング技術の改善に関するニーズと合致していると判断できる。 

 

3.1.3 日本の援助政策との整合性 

2002 年の国別援助方針では、環境分野が重点分野の一つとして挙げられていた。特に、

深刻化している森林破壊や水質、大気、土壌の汚染に対する支援や、ベトナム制定の環境

保全法に実効性を与えるガイドラインや環境基準の整備が必要であるとしており、本プロ

ジェクトは、この援助方針に沿ったものといえる。 

また、現在実施されている「ベトナム国都市水環境プログラム（2007 年度～2015 年度）」

において、本プロジェクトは、このプログラムの成果 2「調査・研究機関の能力向上」のた

めの手段として位置づけられている。IET の技術能力が向上することにより、主に、①中央

政府の環境行政改善の行動に対する技術的バックアップ、②政策施行レベルでの各行政機

関の人材育成という 2 つの点で貢献することが期待されていた。 

 

以上より、当初、水質モニタリング体制構築という目標の取り下げはあったものの、妥

当な理由による変更と考えられ、依然として本プロジェクトの実施はベトナムの開発政策、

開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、妥当性は高い。 

 

3.2 有効性・インパクト8（レーティング：②） 

前述の通り、ベトナムの水環境保全能力の向上という全体像の中で IET が置かれている

立場について、想定と異なる状況が見えてきたことに伴い、プロジェクトの目標レベルで

の方向性の調整が必要となった。本プロジェクトの当初の目標構造は図 1 のようであった

と考えられる。この中で、真ん中の点線の部分のつながり、つまり、IET が作成する提案が、

                                                   
8 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。 
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実際の貢献として結実するための道筋が、当初の目論み通りでなかったために、これを外

した形で進めたということができる。これに応じて、プロジェクト目標の指標の部分での

変更が必要となったが、プロジェクト目標の「水環境の保全に係るベトナム科学技術アカ

デミー（VAST）の機能が向上する。」、また、成果レベルでは大きな変更はない。 

しかし、このようなプロジェクトマネジメントにかかわる変遷が、各種プロジェクト文

書に正式に記録されていないため、どの時点で方向転換が起こったか明確ではない。 

これらのことから、有効性・インパクトの判断においては、方向修正の事実を勘案しつ

つも、計画時の評価基準を用いて行った。 

 

 

出所：関連資料から評価者が作成 

図 1 本プロジェクトの目標構造 

 

 

 

【上位 目標】
ベトナムにおける水環境に関わる能力が向上する

水質モニタリン
グ制度の構築

排水処理技術
などの普及

水質管理にか
かわる人材の

育成

【プロジェ クト目標1】
水質モニタリング制度構
築への貢献（技術面）

【プロジェ クト目標2】　
IETからの技術的助言

【プロジェ クト目標3】　
IETによる研修の実施

【成果1】
モニタリング・分析手法の向上

IETの技術力の
向上

【成果2】
排水処理技術

の向上

【成果4】
プロジェクトの実施、提案策定

など

【成果3】
IETの

研修・訓練能力の向上
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3.2.1 有効性 

3.2.1.1 プロジェクトの成果（アウトプット） 

以下の 4 つが、プロジェクト目標達成のために必要な成果として設定されていた。 

 

1) 成果 1 

要約 指標 

水質モニタリングの実施及

び分析手法の開発に係る

VAST 研究者の能力が向上

する。 

① 技術移転を通じて VAST（IET）の研究者によって習得さ

れた分析手法の数 

② 水質分析に係る標準分析手法（SOP）レポートの数 

指標①に関しては、プロジェクトの活動を通して、12 種類の水質分析機器の分析技術を

習得した。分析機器ごとに、機器の機能や測定原理、操作方法に関する研究レポートを作

成し、VAST のプロジェクト評価委員会での審査を終えている。 

指標②に関しては、ベトナムの 31 の環境基準項目のうち 18 の項目について、標準分析

手順（SOP）案の作成が終了した。 

PDM には、習得すべき分析手法の数や準備すべき SOP の数など、最終的な到達目標値

が示されていないが、IET への聞き取りからも、これらの成果は、当時の IET の機能強化

という点において、彼らの期待に沿うものであったとしている。 

これらのことから、成果 1 について、当初目標を達成しているといえる。 

 

2) 成果 2 

要約 指標 

排水処理に必要な適正技術

の開発と応用に関係する

VAST の研究者の能力が向

上する。 

① VAST の排水処理システムの改善 

② MONREやそのほかの機関からの依頼によるケーススタ

ディーの数 

 

指標①に関する実績として、IET スタッフ自身が基本設計を作成した VAST 内で発生す

る排水を処理する施設が完成し、これに付属する 9つの排水処理実験装置の稼動を通して、

その処理技術を習得した。ただし、本来は実験系排水と生活排水の分離と有害廃液の分別

収集を行うことが望ましく9、排水管理のためのマスタープランを作成したが、主に VAST

全体における実験排水の量が生活廃水の量に比べて少ないという理由で実行に移されな

かった。 

指標②については、5 つの排水処理に関する調査を受託した。 

上記の実績から、成果 2 について、当初の目標をほぼ達成しているといえる。成果 2 は、

IET スタッフの排水処理技術一般に関する基本的知識・技術の確立を目指すものであるが、

                                                   
9 実験排水に含まれる有機化合物や金属類を別に処理することが必要であること、生活排水を分離しない

と実験排水処理の処理量が大きくなり、処理施設の容量を大きく設計しなくてはならないという 2 点から、

分離が望ましい。 
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これらの活動を通して取得した知識・技術を活用して、外部顧客に対する排水処理関連の

コンサルティングサービスができるようになっており、求められる達成度に到達していた

と見てよい。 

 

3) 成果 3 

要約 指標 

中央及び地方の組織に対し

て水質モニタリング・排水処

理に係るトレーニングを実

施する VAST スタッフの能

力が向上する。 

① VAST（IET）のスタッフによって 6 種類以上の研修資料

が作成される。 

② カリキュラムが各研修コースに対して作成される。 

 

指標①に関して、水質モニタリング・分析コースのための 10 種類の教材や、排水処理

技術コースのための 16 種類の教材など、合計で 31 種類の研修資料が作成された。 

指標②に関しては、全国 64 の DONRE を対象にニーズ調査を行い、その結果に基づい

てカリキュラムの原案（”Effective Training Curriculum”）を作成した。ただし、詳細なカリ

キュラムではなく、研修企画書的なものである。このカリキュラムを基にした提案書を

MONRE に提出したが、コースを実際に立ち上げるまでには至らなかった。 

これらのことから、成果 3 については、ほぼ達成している。 

 

4) 成果 4 

要約 指標 

VAST研究者がMONRE及び

関係組織の環境保護活動に

対して貢献する。 

① VAST（IET）に対して MONRE やその他の機関から与え

られたプロジェクトの数。 

② その他の機関の関連プロジェクトに対する評価レポー

トの数。 

 

指標①に関しては、2002 年 3 件、2003 年 2 件、2004 年 3 件、2005 年 4 件、2006 年のプ

ロジェクト終了までに 1 件のプロジェクトが委託された。MONRE をはじめ、DONRE な

どからの求めに応じて実施された。環境分野を支援しているデンマークやスイスなどの他

ドナーからも技術支援の引き合いを受けた。 

指標②に関しては、2004 年 4 件、2005 年 3 件の実績がある。病院や民間企業の排水処

理についてもコンサルティングやエンジニアリングサービスが行われている。このように、

外部組織へのコンサルティング活動や受託調査などを継続して行うことができるうよう

になったことは、本プロジェクトが、社会のニーズに応えるための基礎的能力を IET に根

付かせることに成功した結果といえる。 

本プロジェクトの終了時評価報告書では、この成果 4 における「重要な貢献目標」とし

て、水質モニタリング手法や標準分析手法の導入に関する提言の作成を挙げているが、政

府に対する提案などとしては、いくつかの水質基準でベトナムの現状を反映していない数
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値が採用されていることに関する意見書を作成し、MONRE と科学技術省（Miinistiry of 

Science Technology: MOST）に提出した。また 2005 年 9 月には水質分析の標準化に関わる

提言をベトナム標準・品質局（科学技術省傘下）に提出した。ベトナムの行政手順では、

水質管理の管轄省である MONRE がこれらに対して見解を出して法制化の検討を始める

ことになるが、MONRE からの見解が出ないまま、現在に至る10。成果 4 の重要な意図の

一つは、IET の政策策定への技術面からの貢献の実績作りであったが、これに関しては、

本プロジェクトの当初の目論みに沿った形では、必ずしも十分な成果を達成できていなか

ったといえる。 

これらのことから、成果 4 については、一部達成していないといえる。 

 

3.2.1.2 プロジェクト目標達成度 

本プロジェクトのプロジェクト目標は次のように定められている。 

 

要約 指標 

水環境の保全に係るベトナ

ム科学技術アカデミー

（VAST）の機能が向上する。 

① 水質モニタリング報告書が VAST（IET）から MONRE

に提出される。 

② VAST（IET）によって助言される機関の数が 2002 年度

に比べて増加する。 

③ VAST（IET）による研修を受けた人数が 100 人になる。 

 

1) 指標 1：水質モニタリング報告書が VAST（IET）から MONRE に提出される 

既述の通り、水質モニタリング体制の構築への貢献は本プロジェクトでの対応が困難な

状況であったため、本プロジェクトの終了時点で、水質モニタリング報告書は提出されて

いない。全国水質モニタリングの制度自体もまだ形成の段階であった。なお、IET の業務

のための水質モニタリングマニュアルが作成されると共に、IET の水質分析に関する技術

力が強化された。 

本プロジェクトの完了時、全国レベルの水質モニタリングの体制は、モニタリングポイ

ントの整理や各ポイントでのモニタリング主体（外注・内製の別も含めて）などがまだ構

築されていなかった。その一方で、3.1.1 で述べたように、プロジェクト実施期間の終了近

く 2006 年に、MONRE は環境モニタリングセンター（CEM）を設立しており、水質モニ

タリングの整備は CEM に任されている。 

 

2) 指標 2：VAST（IET）によって助言される機関の数が 2002 年度に比べ増加する 

2002 年度の数字がないが、2003 年度 3 件、2004 年度 25 件、2005 年度 32 件、2006 年度

のプロジェクト終了までで 11 件となった。内容は主に、水質分析に関するものと排水処

理施設に関するコンサルテーションなどである。件数は安定しないが、2003 年の 3 件を基

準と考えれば、増加しているといえる。また、成果 4 の達成状況で見たように、対外的に

                                                   
10 MONRE が十分に対応できなかった理由の詳細についての情報は得られなかったが、日本人専門家は、

これも「MONRE の行政組織としての脆弱性によるものではないか」と見る意見もある。 
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技術サービスを提供する能力は高まっているといえ、プロジェクト目標としての IET の機

能の向上という点は達成しているといえる。 

 

3) 指標 3：VAST（IET）による研修を受けた人数が 100 人になる 

DONRE を中心とする関連政府機関および、修士学生を対象に研修を実施した。2005 年

度に実施された 2 回の研修（3 コース）で合計 213 人が研修に参加しており、目標の 100

人を大きく超え、目標を達成している。 

 

これらのことから、プロジェクト目標は指標 2、3 については目標を概ね達成したもの

の、指標 1 については水質モニタリング体制の構築が計画時の想定と異なってしまったた

めに計画を達成できなかったため、一部達成されていない。 

 

3.2.2 インパクト 

3.2.2.1 上位目標達成度 

本プロジェクトの上位目標は次のように設定されている。 

 

要約 指標 

ベトナムにおける水環境保

護に係る能力が向上する。 

① モニタリングポイントの数。 

② 技術移転された水環境技術の実際の利用数。 

③ VAST（IET）から関係省庁・機関への技術提案の数。 

 

上位目標の実現に至る開発シナリオも、図 1 の点線の部分が成り立たなくなったために、

当初計画していた水質モニタリング体制構築への IET の貢献や MONRE への政策提言は間

接的なアプローチとなった。本プロジェクト開始後の方向性の修正により、IET による先進

的な水環境保全に係る技術研究開発と地方への技術移転によって、上位目標に貢献するこ

とを目指して活動が続けられた。 

 

1) 指標 1：モニタリングポイントの数 

全国の水質モニタリングのポイントの構築に関しては、MONRE の主導で全国 64 省の

うち 60 省において、モニタリング活動を統括する「モニタリングセンター」が DONRE

に設立されているものの、個別のモニタリングポイントの設定を含む全体の仕組みの構

築は、いまだ確立されていない。また、CEM によれば、水質モニタリングのための個別

の水質項目の標準分析手法はすでに MONRE を中心に作成されており、全てのモニタリ

ング実施機関がこれを踏襲することがすでに義務付けられている。ただし、まだ改善の

余地も大きく、本プロジェクトでも標準の改善に資するための水質モニタリングの業務

マニュアルや SOPの作成・改善を進め、関係機関への提案や紹介なども行ってきている。

本評価調査時点で、水質モニタリング体制の構築は MONRE 傘下の CEM に任されてい

るが、モニタリング体制の整備にはまだ時間が必要で、CEM によれば、全国水質モニタ

リング体制の構築は 2020 年までかかるとしている。 

また、実際にモニタリング活動を行う各省の DONRE の一般的な財務状況、環境管理
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にかかる予算配置の状況などについて、具体的な状況は確認できなかったが、CEM によ

れば、近年の政府の財務状況の悪化に伴い、環境分野の予算も減少しつつあり、他の環

境関連の業務との競合のなかで、モニタリングのための予算を確保するのは必ずしも容

易ではないのが現状であるとのことである。 

この状況において、IET は MONRE 主導のタスクフォースや研究会、関連のワークシ

ョップなどに参加しており、政策策定にも部分的にはかかわっている。これらの関連会

議で、IET が蓄積している知見に基づいて技術的なインプットをしていくことで、今後

も引き続き水質モニタリング体制の構築と強化に対して、間接的に貢献していくことが

期待できる。 

 

2) 指標 2：技術移転された水環境技術の実際の利用数 

本プロジェクトによる支援の結果、IET の水質分析、水質モニタリングと排水処理の

技術の向上とこれらの分野への技術指導や研修サービスが充実し、本評価時点において

も蓄積した水質改善技術を用いて、関係機関・組織への技術移転は定常的に行われてい

る。例えば、ハノイに隣接するフン・イェン省（Hung Yen Province）などで、DONRE を

対象とした技術支援や研修を行っている。 

本事後評価における現地価調査にて、IET が個別に交わしている業務協力に関する合

意は 2 つ確認できた。一つはハノイ DONRE とのもので、これは、公害管理マネージャ

ー制度の導入のためのプロジェクトに限定した協力合意である。もうひとつは、フン・

イェン省とのもので、これはより一般的な水質管理行政における技術的支援に関する合

意である。 

また、民間企業などへのコンサルティングサービスなども行っており、これらの活動

を通して、IET が設計した排水処理設備も建設されている。ただし、これらの活動は年

間 10 件前後で、全国的な規模で見れば、まだ多いとは言えない。今後さらにその件数を

増やすためには、ハノイの本部と 2 つの支所との連携ネットワークを強化し、支所のキ

ャパシティも強化することが必要である。この点については、本プロジェクトのフェー

ズ 2 で継続支援されている。 

3) 指標 3：VAST（IET）から関係省庁・機関への技術提案の数 

この指標は、IET の水環境管理行政に貢献するための力の一つの指標として提案力を

取り取り上げており、実施機関への質問票回答の結果、実際に IET が行政に対し 5～6 件

の技術提案を行ったことは確認できた。この提案には、MONRE だけにとどまらず、

DONRE やその他の関連機関への提案やコンサルティングを通した貢献の実績も含まれ

る。他方、各種プロジェクト文書に目標数が定義されていないため、本指標の達成度を

評価することは困難である。 

なお、提案がどの程度行政に反映されるかは未知数であり、IET の提案活動が水環境

管理ににどの程度実効性を持つのかも未知数と言わざるを得ない。例えば、IET は

MONRE に対して、水質監視項目の提案や、モニタリングにおける分析手法などの提案

は行ったきたが、それらは MONRE によって必ずしも活用されていない。MONRE は、

IET を技術的に優れたパートナーとして認識しているものの、一般的には複数ある研究

機関のひとつであるという位置づけであり、MONRE が業務を発注する場合は入札の形
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をとる必要もあることから、IET に集中的に業務を依頼するという状況にはない。また

DONRE やその他の関連機関への提案やコンサルティングについても、ハノイ、フン・イ

ェン省、ハイ・フォン省、ホーチミンなどにとどまっており、国レベルの観点で見れば、

まだ必ずしも十分とは見られていない。 

 

上記から、指標 2 については目標を達成したものの、指標 1 については、当初計画から

の状況の変化により、指標 3 については目標値が計画時に定義されておらず、評価判断が

困難である。 

これを受けて、本プロジェクトのフェーズ 2（2008～2012 年）では、IET のベトナムにお

ける水質モニタリング体制構築への貢献も視野に入れつつ、水環境管理にかかる技術力の

向上とその普及を重視するという、フェーズ 1 の実績に基づくプロジェクトの方向修正を

反映した内容になっている。フェーズ 2 の上位目標においては、本プロジェクト（フェー

ズ 1）からは水改善技術の DONRE、その他関連機関や民間への技術移転（指標 2）のみが

維持されており、IET の技術力を向上し、そこを核として他の関連機関や民間に技術的波及

効果をもたらすことに焦点を置いている。また、サービスの全国展開を念頭に、VAST/IET

本部と支部をつなぐ総合ネットワークシステムの構築と運用のための取り組みも含まれて

おり、今後、次第に効果が現れると期待できる。 

 

3.2.2.2 その他のインパクト 

本プロジェクトは国際協力機構（JICA）の「ベトナム国都市水環境改善プログラム」に

おいて、技術面でのバックアップと関係者の人材育成を担うことが期待されていたが、表 1

の通り、プログラムで実施されている他の案件に直接的、間接的にかかわることを通して

技術面からの支援を行ってきており、その点でのプログラム的な案件間の連携が見られる。 

表 1 本プロジェクトのベトナム国都市水環境プログラムへの貢献 

案件名（実施年） IET の貢献 

河川流域水環境管理調査 

（2008/5-2010/1） 

技術的アドバイスの提供、資料の貸与 

ハロン湾環境保全プロジェクト

（2010/3-2013/3） 

コンサルティングサービスや分析サービスの提

供 

全国水環境管理能力向上プロジェ

クト（2010/6-2013/6） 

ICT スタッフのリソース人材としての参加 

ホーチミン市水環境改善事業

（2000-2007） 

プロジェクト活動への直接的参加、評価活動への

参加 

出所：IET への質問票、IET 関係者からの聞き取り 

 

前述の成果やプロジェクト目標にかかわる実績から見て、IET は関係機関などに対する技

術指導や提案策定などができるだけの能力を備えたといえ、また、その能力を活用した様々

な取り組みも始めている。民間企業や他関連行政機関に対する個別の指導・訓練について

は、全国規模でのインパクトという点で見れば、その強さはまだ限定的と言わざるを得な

いものの、順調に実績を上げている。また本プロジェクトのフェーズ 2 において、IET が全
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国の環境問題に対処するためのネットワークの拡大を支援しており、将来的には IET の支

援が地理的に広がっていく見込みである。その点で IET は、本プロジェクトで築いた土台

をふまえて、より上位の開発目標に対して貢献しようとする努力を継続してきたと見てよ

いだろう。事後評価時に行った IET に対する質問票でも、本プロジェクトが残したこれら

の実績は、IET の期待を満たすものであったと回答している。 

 

以上のように、プロジェクト目標については、指標 1（MONRE への水質モニタリング報

告書の提出）については、水質モニタリング体制の整備自体が当初の想定のように進まな

かったことなどから達成できなかったが、指標 2（助言した機関数）と 3（研修人数）につ

いては達成された。上位目標の達成状況については、指標 2（技術移転された水環境技術の

実際の利用数）は達成したが、指標 1（モニタリングポイントの数）は、IET のベトナムに

おける水環境行政の改善における位置づけとプロジェクトの期待のずれにより達成できず、

指標 3（関係省庁・機関への技術提案の数）は目標値が計画時に定義されていないため評価

判断が困難である。ただし、公的な記録は残されていないものの、本プロジェクトの途中

で方向性の修正があったことを勘案すれば、プロジェクト目標の指標 1 と上位目標の指標 1

については未達成であることに相当の理由があるといえる。これらから、本プロジェクト

の実績により一定の効果発現は見られ、有効性・インパクトは中程度である。 

また、フェーズ 2 は、水質モニタリング体制構築への貢献をも視野に入れつつ、先進技

術への特化、支所の機能向上というプロジェクトの方向性の修正に基づき実施されており、

今後本プロジェクトによる支援のより大きな効果の発現を期待することができる。 

 

3.3 効率性（レーティング：②） 

3.3.1 投入 

投入の計画と終了時の実績を以下に示す。 

 

投入要素 計画 実績（終了時） 

(1)専門家派遣 長期専門家（3 人）：環境管理、

水分析、水処理 

短期専門家（必要に応じて派

遣） 

長期専門家（6 人、136 人月：

水環境管理、水分析、水処理、

業務調整、モニタリング） 

短期専門家（11 人、24 人月） 

(2)研修員受入 約 5 人／年間（水処理、水質

分析など） 

28 人（前年度準備期間での研

修４人を含む。水質管理コー

ス、排水処理・水質分析コー

スなど） 

(3)機材供与 約 180 百万円 総額 367.647 百万円 

(4)協力金額合計 不明 855.1 百万円 

(5)相手国政府投入額 不明 53.8 百万円（排水処理実験施

設の建設費 31.094 百万円を

含む） 
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3.3.1.1 投入要素 

日本側からの投入のうち、長期専門家派遣と機材供与は投入実績が計画を上回っている。

当時の国内支援委員会のメンバーなどからの聞き取りによれば、計画時点において、本プ

ロジェクトを小さく始めたいという日本側の意思もあり、長期派遣専門家の人数を 3 人と

想定したが、プロジェクトの進捗に伴い、業務調整担当専門家の派遣が不可欠との判断か

ら追加したとのことである。また、モニタリング担当専門家については、計画当時は、水

分析担当専門家が水質モニタリングの改善業務も兼務する予定であったが、分析手法の技

術移転業務が想定より多く、水質モニタリング業務まで手が回らない状況となっため、追

加して派遣することとしたとの説明であった。 

計画の長期専門家 3 人は、正しくは「3 分野」という意味である。3 年間のプロジェクト

期間での人月に換算すれば 108 人月であり、実績の 136 人月は計画比で 28 人月、約 2 人年

の増加で、説明にあった必要性を考慮すれば、この増加は適切といえよう。 

機材供与については、これも同じく計画当初において、なるべく予算額を抑える方針か

ら供与リストを厳しく精査したものの、実施途中において、IET が国家の認定研究所（リフ

ァレンス・ラボラトリー）として水質検査・分析のサービスを提供するために必要な分析

機器を追加購入する必要性が判明したことが原因としている。 

研修員の受入れも計画の倍近くになっているが、多くは集団研修への参加であり、プロ

ジェクト経費からの支出ではない。 

ベトナム側からの投入では、カウンターパートの人数が計画では 27 人のところ、実績で

は 144 人となっている。より多くの人材へのプロジェクトの効果の波及を求めてカウンタ

ーパートが増加することは一般的にあり、問題ではない。本プロジェクトでは、カウンタ

ーパートの増員が何らかの大きなコスト増につながった形跡は見られなかった。 

 

3.3.1.2 協力金額 

協力金額は、約 8 億 5500 万円であった。実施協議報告書などの計画時の関連文書に計画

の金額が記載されていないため、計画比は資料が残っておらず確認できなかったが、プロ

ジェクト開始後に機材供与が 2 億円分近く増えていることから、協力金額は計画より増え

ていると思われる。また、計画予算の資料が適切に管理されていない事実には問題がある。 

 

3.3.1.3 協力期間 

協力期間は、計画 36 カ月に対して実績 36 カ月であり、計画どおりだった。 

 

以上より、本プロジェクトは成果の産出に対し、協力期間は計画内に収まった。投入金

額について計画と比較ができない状態にあるが、専門家派遣と機材供与の増加により、当

初見込みを上回っていると推測され、効率性は中程度である。 

 

3.4 持続性（レーティング：③） 

3.4.1 政策制度面 

「天然資源環境 5 カ年計画（2006-2010）」で、DONRE や地方自治体の環境関連部署の職

員の能力向上が大きな課題とされて以来、近年では公害防止管理者（Polution Control Manger: 
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PCM）の配置の義務付けに向けた取り組みや、工場廃水の監視・取り締まりの強化など、

本評価時点においても水環境保全・管理の重要性は認識されている。これに伴い、国家政

策や環境分野政策を効果的に打ち出していくために、水質管理関連の知識・技術を持つ組

織の存在は求められており、政策・制度面での環境、そして、IET によるこの分野での研修

やコンサルティングサービスに対する需要という意味で一般的には望ましい環境にあると

いえよう。 

MONRE での聞き取りなどからは、IET の立ち位置として、既存の分析技術や水処理技術

を超えた、最先端の水質分析、ベトナムではまだ認識されていない汚染物質のモニタリン

グや処理など技術の受け口となることへの期待がうかがえた。今後のベトナムの経済発展

に伴い、まだ表面化していない、有機化合物や内分泌かく乱物質（環境ホルモン）などに

起因する水環境問題について、日本などの他国の前例も基に予測しつつ、それらに対応す

るために必要な技術をベトナムの状況にあった形に応用・導入していくための技術的な検

討を行う役割が期待されている。 

 

3.4.2 カウンターパートの体制 

IET は環境工学部、環境分析部、環境計画部、電気化学部、生物技術部の 5 つの専門分野

に特化した部署を持ち、水環境分野にとどまらず、環境問題を総合的に扱うことができ、

ハノイの本部とホーチミン、ダナンの両支所を拠点として全国的な展開が可能な機関であ

る。IET のスタッフの推移は図 2 の通り。 

IET に大きな組織改変はなく、組織として安定している。IET のスタッフの人数と部署の

配分の推移も、2005 年以降を見れば、漸増しており、比較的安定しているといっていい。 

プロジェクト期間中に在籍していたスタッフ 143人のうち、112人は現在も在籍している。

離職者のうち 8 人は引退であり、実質の離職者は 23 人で、全体の 16％にあたる。社会的ニ

ーズが高く、転職先もあると期待できる分野の技術者という性質を考えれば、プロジェク

ト終了後 7 年間で 16％の離職者というのは、それほど高い数値ではないと思われる。 

本プロジェクトでの能力強化の結果、IET はベトナムのレファレンス・ラボラトリーとし

て正式に認定された。ただしこの認定は、特定の分析技術について、一定の基準を満たし

たことを公的に認められたもので、同様のサービスを行う MONRE 傘下の CECT、大学や民

間企業との競争が起こりつつある。 
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出所：IET 

図 2 IET の部署別スタッフの推移 

 

IET は、コンサルティングサービスや受注案件などから得られる独自財源を活用して、独

自の給与制度を設けている。その他、職場環境改善や研修機会の提供などを通して、職員

の動機付けを意識的に行ってきている。 

 

3.4.3 カウンターパートの技術 

本プロジェクト終了後も、水質分析のための標準手順書である SOP の作成は継続されて

おり、ハノイ事務所だけでなく、ホーチミン、ダナン事務所でも作成できるようになった。

本評価時では、全部で 77 の SOP を有している。また、ホーチミンとダナンの両事務所もレ

ファレンス・ラボラトリーの認定を受けるなど、本プロジェクトが築いた土技術的能力に

立脚した活動が継続されている。 

外部からの案件受注は、MONRE からは毎年 5 件前後、その他の組織や民間企業などから

も毎年 3、4 件の水処理案件を継続して請け負っている。 

本評価時点において、外部への定期的な技術研修プログラムは行われていないが、修士

号を付与する教育プログラムを常設し、また、要請に応じて個別対応での単発の研修・訓

練なども行っており、本プロジェクトで構築された人材育成にかかる技術も維持・活用さ

れている。 

プロジェクトが供与した機材は、本事後評価中での目視と、IET への質問票による活用状

況の確認を行ったが、すでに役割を終えて使用されていない一部の機材を除き、ホーチミ

ン支所にあるものも含めて、いずれも適切に管理され、稼動状態にある。 

上記のように、プロジェクトが形成した技術基盤はしっかり定着しており、その上に立

って、より高度、あるいはより幅広い技術・知識に対するニーズを持っている。本評価時

点で IETから聞き取りを行った際に上がってきた今後の主なニーズは、環境アセスメント、

健康被害の分析に関する知識と技術、重金属類の分析技術、さらに多様な廃水処理技術な

どであった。 
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3.4.4 カウンターパートの財務 

本評価調査で入手できた、2007 年から 2011 年の収支データは表 2 の通り。 

 

表 2 IET の収支バランス 

 

 

 

プロジェクト完了後の収入は安定的に増加傾向で推移している。特に、2009 年以降は外

部からの収入が政府からの補助を上回り、かつ増加傾向にあることは望ましい状況にある

といえる。分析業務に必要な支出も安定しており、財務的自立性に問題はないといえる。 

 

以上により、IET の水環境保全分野おける技術研究及び技術移転（人材育成）に向けた活

動において、カウンターパートの体制、技術、財務状況、いずれも問題はなく、本プロジ

ェクトによって発現した効果の持続性は高い。 

 

4. 結論および提言・教訓 

4.1 結論 

本プロジェクトは、水環境保全行政にかかる環境技術研究所（IET）の技術能力の向上を

通して、ベトナムにおける研究拠点を形成し、水質モニタリング体制の構築を含む水管理

行政の改善に資することを目的としていた。当初プロジェクトの目標の一つとして、IET が

行政に対して水質モニタリング体制の構築などについて技術面から政策提言をすることを

想定していたが、プロジェクト開始後に判明したその実現の困難さにより、IET の水環境保

全への具体的な貢献の再検討が必要となった。これにより、モニタリング体制構築への貢

献を可能な限り続けつつも、より技術的な面での貢献に重きを置き、各州での水環境保全

行政実施機関の育成や、水環境保全技術に関する最先端の研究開発・普及を担う機関とし

て位置づけるべく活動を進めることとなった。これらの状況の変化にも関わらず、ベトナ

ムにおける水環境保全にかかる政策的優先度や水質改善・保全のニーズの高さ、またそれ

らに貢献するため環境分野を総合的にカバーする研究機関である IET が、主要都市に置か

れた支所を通じて水質モニタリングや排水処理技術などの水環境技術を地方にも普及する

というアプローチの適切性に変わりはなく、妥当性は高い。 

当初のプロジェクト目標の第 1 であった水質モニタリング体制の構築への貢献という点

は達成されていないものの、それ以外の関連機関への技術普及の面では達成が見られ、イ

ンパクト発現への貢献もある程度見られるため、有効性は中程度である。 

2,007 2,008 2,009 2,010 2,011

1. 収入合計 18,478,766,942 18,834,502,818 26,994,621,717 40,523,308,493 40,101,775,118

1.1 政府補助金 11,050,588,090 10,279,172,639 13,422,242,496 17,632,949,135 17,072,853,154

1.2 外部収入 7,428,178,852 8,555,330,179 13,572,379,221 22,890,359,358 23,028,921,964

2.支出合計 18,427,456,091 18,824,264,657 26,972,381,732 40,498,180,049 40,080,885,618

2.1 人件費 8,500,232,793 8,663,871,296 12,417,525,990 19,045,954,992 18,647,325,430

2.2 分析用資機材購入費 7,945,869,785 8,098,836,212 11,607,687,338 18,032,872,279 17,644,781,052

2.3 分析機器施設運転・維持管理費 923,938,347 941,725,141 1,349,731,086 1,418,315,797 1,604,071,005

2.4 その他 1,057,415,166 1,119,832,008 1,597,437,318 2,001,036,981 2,184,708,131

3. 収支 (1-2) 51,310,851 10,238,161 22,239,985 25,128,444 20,889,500

出所：IET 
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専門家派遣と機材供与の実績が、計画よりも大きくなっているが、追加分の投入につい

ては合理的な説明があり、問題はないと思われる。しかし、計画時の投入金額見積の確認

ができなかったが、供与機材の追加により当初計画額を上回ったと思われるため、効率性

は中程度である。 

IET の財務的および技術的持続性に問題はなく、上述のように、今後のベトナムの水環境

行政の改善における IET の位置づけを見直したことにより、今後、IET が技術力の向上を通

して、政策改善への貢献も含めて、水環境関連技術を普及していく環境に問題はなく、ま

た、IET の実施体制、財務共に安定しており、持続性は高い。 

以上により、本プロジェクトは、当初計画の観点からは全国的なモニタリング体制の構

築に関して十分な効果の発現が見られないものの、水質モニタリングを含む水環境管理に

かかわる技術を全国に展開するという IET に期待される位置づけを勘案すれば、本プロジ

ェクトによる取り組みは効果を持続的に上げつつあり、全体として本プロジェクトの評価

は高いといえる。 

 

4.2 提言 

4.2.1 カウンターパートへの提言 

(1) IET の役割の明確化 

IET の水環境保全分野における位置づけと役割について、中立的な研究機関として、最先

端技術を中心とする水環境分野の技術研究開発・普及と、それに基づく技術的提案の策定、

および、DONRE や民間企業を含む、水環境保全にかかわる活動を直接的に担う関係者への

技術支援の全国的な展開というようなことを、IET の年次報告書などに具体的に明記し、

MONRE を始めとする関係機関の間で IET との連携や協同などの考え方に関する共通認識

を形成すると共に、連携・共同をさらに積極的に進めることが必要である。CEM、CECT

や大学の研究機関なども一部 IET と類似の活動を行っているが、これらの機関が、一定の

分野の既存の技術の標準化や普及を中心にするのに対し、IET はより広範囲の分野に関する

より先進的な技術課題に取り組むための技術の実用化及びその技術普及を教育プログラ

ム・研修などを通じて実施している。 

 

(2) IET の支所の充実 

IET の強みである先進技術に関する提案と技術支援・人材育成という機能を、より広範囲

で展開していくためには、ハノイのみではなく、各支所がそれぞれの地域でハノイ本部と

同等のサービスをできるように、さらに技術力の向上と各地域での関係者との関係構築を

進めていくことが必要である。併せて、支所で対応が難しいより先進的な技術分野などや

本部にしかない機材で対応が必要な場合などに応じるための、本部からの技術的なバック

アップ体制を充実していくことが必要である。これらについてフェーズ 2 にて IET 本部と

支部との技術サービスを提供する基盤の形成を進めてきたが、さらに今後も継続して取り

組んでいく必要がある。 

 

4.2.2 JICA への提言 

なし。 
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4.3 教訓 

本プロジェクトから得られた教訓は以下の通り。 

 

(1) 技術研究機関の開発行政への貢献の可能性を見通す 

技術開発や技術改善にかかわる協力を行う場合、相手側実施機関が、受入国における技

術分野の最高府（本プロジェクトでは VAST 傘下の IET）となることが少なくない。しかし、

そこで開発あるいは技術移転されたものを行政制度・施策に生かしていくことをプロジェ

クト目標とする際には、当研究機関が行政策定プロセス上どのような位置づけにあるか、

計画時に十分確認し、研究機関からの提案が制度構築や施策の実施に活用されるために必

要な手立てをプロジェクトの中に織り込んでいくべきである。政策・施策への技術による

貢献も、法整備や制度構築などへの提案・直接的な関与だけでなく、技術タスクフォース

としての参加、受託事業による貢献、人材育成を通した貢献など、さまざまな形があり得

る。実施機関の置かれた位置づけを踏まえてもっとも現実的かつ効果的な手段を選択する

という配慮が必要だろう。このような配慮が現実味のある案件形成をしたうえで、プロジ

ェクトの実施において現実に即した柔軟な対応をすることが、上位目標達成のレベルにお

いて、案件を成功させるために必要である。 

 

(2) 軌道修正された開発シナリオの公式文書への記録 

上記と関連して、本プロジェクトでは、IET の貢献の方向性をプロジェクトの実施途中か

ら修正していた。しかし、この点が、本プロジェクトに関連する公的文書に記録されてお

らず、本評価において、この点についての確認作業に時間を要した。フェーズ 2 において

これらの修正が実質的に盛り込まれているが、フェーズ 1 の終了時評価以降、フェーズ 2

の終了時評価まで、どの報告書にも、本評価で分析したような IET の位置づけや他関連機

関との関係性の変遷とそこから導かれる IET への協力戦略の在り方などにかかわる記述が

見当たらない。 

計画とはあくまでも計画時点での仮説であるとの認識に立ち、環境の変化、あるいはプ

ロジェクト開始後に判明した事情により計画を変更することもプロジェクトマネジメント

の一環であることを考えると、これらをきちんと記録することにより、適切なプロジェク

トマネジメントが行われていたことが明確になる。特に、実施期間が 3 年以下のプロジェ

クトでは、中間レビューが実施されないことから、このような重要な変更について、関係

者と認識を共有できるように、何らかの形で文書化し、参照できるようにしておくことが

重要であろう。このことはまた、透明性の確保、説明責任を果たすという意味でも重要で

ある。 

 

(3) 計画予算に基づく費用投入管理と記録 

本プロジェクトでは、計画時点での費用見積もりの数字が得られなかった。また本プロ

ジェクトでは、プロジェクトの開始後、状況に応じて専門家と機材の投入を追加されてい

る。当時の専門家や国内支援委員会からの説明によれば、それぞれ、追加投入には理由が

きちんと存在することが確認されており、このこと自体には問題はない。しかし、本来で

あれば、単なる必要性ということだけでなく、計画予算を基準として、追加予算が合理的
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か、また、どこまで追加を許容するかなどの検討が行われるべきであるが、その記録が残

されていないために、効率性の評価判断に困難が生じた。 

プロジェクト予算の管理とその記録を適切に行う必要がある。 

 

以上 

 


